建設事業の評価について

（意見具申）

平成27年１月28日

大阪府建設事業評価審議会

１　はじめに

平成26年度審議案件のうち、再（再々）評価案件８件と事前評価案件４件の合計12件の対応方針（原案）について、審議を行った。

審議にあたっては、従来どおり審議会を公開し、府民意見や意見陳述の公募を行うとともに、審議概要をホームページで公表するなど、透明性の高い審議会運営に努めた。

２　審議対象の基準

審議対象の基準は、９ページのとおりである。

３　審議結果（審議の詳細は10ページから34ページを参照）
（１）再（再々）評価

次表に記載の８事業について審議を行った。その結果、府の対応方針（原案）は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において適切であると判断した。

対象事業と府の対応方針（原案）（中止・休止等の定義は８ページを参照）
	事　業　名
	府の対応方針（原案）

	【道路交通安全事業】

	1 一般府道総持寺停車場線交差点改良事業
	中止

※茨木市へ事業を継承

	【砂防事業】

	2 淀川水系鬼虎川砂防事業
	事業継続

	3 淀川水系山畑川砂防事業
	事業継続

	4 大和川水系堂村北谷砂防事業
	事業継続

	5 大津川水系松尾川左第５支川砂防事業
	事業継続

	6 大津川水系宮川砂防事業
	休止

	7 見出川水系見出川砂防事業
	休止

	【公園事業】

	8 久宝寺緑地整備事業
	事業継続


なお、各事業の審議における主な論点と今後の事業実施において改善・留意すべき事項は、以下のとおりである。

【道路交通安全事業】
1 一般府道総持寺停車場線交差点改良事業
国道171号との交差点付近の渋滞緩和を図るため、右折レーンを設置するとともに、交通安全対策として両側歩道を設置する事業であるが、府の事業としては中止し、茨木市に事業を継承したいとの提案があった。
審議では、以下のことを確認した。

茨木市に事業を継承したいとしている詳細な理由について説明を求めたところ、平成27年度から、茨木市が、バリアフリー化事業とあわせて、本事業で予定していた西河原交差点の右折レーンの設置と、本事業区間を含む府道総持寺停車場線全線の歩道整備を行うこととしたため、府が事業主体となる交差点改良事業としては中止し、同市に事業を継承したいとの説明を受けた。
【砂防事業４件（②～⑤）共通】

土石流の発生による災害から、府民の生命・財産を保護するため、砂防えん堤を整備する事業である。

②淀川水系鬼虎川砂防事業から⑤大津川水系松尾川左第５支川砂防事業までの４事業について、いずれも継続したいとの提案があった。
　　　審議では、４事業について、用地が早期に取得できる見込みであること、工事についても地元地権者の了解が得られていること、事業の必要性についても変化がないことについて説明を受けた。
【砂防事業４件（②～⑤）の共通事項以外の特筆すべき事項】

④大和川水系堂村北谷砂防事業

審議では、以下のことを確認した。

本事業の保全対象施設である市の青少年活動センターは、市の防災計画で避難所として指定されているが、砂防えん堤を設けても被害を免れない場合もあり、避難所を安全な場所に別途整備した方が、被害の心配もなく、経費も軽減できるのではないかという点について説明を求めた。
これに対し、周辺は山間地であり、避難所の代替用地の確保が困難であること、新たに用地を確保する場合は山を切り開く必要があり、新たな土砂災害危険箇所が生じることから、他に避難所を設けることはできないとの説明を受けた。
さらに、本事業は、集落の住民が、日常生活や災害時の避難の際に利用する府道の保全に資するものでもあり、青少年活動センターとしての施設の保全のためにも、事業を進めていく必要があると考えているとの説明を受けた。

便益の算定に当たっては、青少年活動センターの建物自体の被害額と、国土交通省の費用便益分析マニュアルで、建物１棟当たりの一律の基準として定められている３名分の人的被害軽減効果額を計上しているとの説明を受けた。しかし、平常時には、平成25年度実績で約8,300人（１日当たり約23人）が、この施設を利用しているため、参考として、この１日当たりの利用者数を含めて便益を算出するよう求めたところ、人的被害軽減効果額は３億8,700万円となり、費用便益比は1.55となったとの説明を受けた。

【砂防事業２件（⑥～⑦）共通】
土石流の発生による災害から、府民の生命・財産を保護するため、渓流保全工（護岸工）を整備する事業である。

⑥大津川水系宮川砂防事業と⑦見出川水系見出川砂防事業について、いずれも休止したいとの提案があった。
審議では、以下のことを確認した。

砂防えん堤を渓流保全工に優先して整備する理由について説明を求めた。これに対し、本審議会とは別に設置されている「『今後の土砂災害対策の進め方』検討委員会」（現在は「大阪府土砂災害対策審議会」）からの提言を受け、土石流対策について、府は、人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」の整備を、渓岸の浸食や浸水被害等を軽減する「渓流保全」より優先して進めることとし、渓流保全工のみの新規事業は当面の間実施しないという方針を決定したとの説明を受けた。
両事業について、府の対応方針（原案）を休止としている理由と次の見直し時期について説明を求めた。これに対し、両事業は、渓流保全工のみの事業であり、平成21年度に事業採択したものの、現時点で用地買収・工事ともに未着手であることから、新規事業に準じ、「渓流保全工のみの新規事業は当面実施しない」という府の方針に基づき休止したいとの説明を受けた。
次の見直し時期については、「大阪府都市整備中期計画（案）」の後継計画策定予定時である平成33 年度に、土石流対策の優先整備箇所の進捗状況等を確認し、本事業実施の判断を行うこととするとの説明を受けた。ただし、５年後の平成31年度には再々評価の対象となるとのことであった。

府が、人命や家屋の被害を直接軽減する砂防えん堤の整備を渓流保全工よりも優先的に進めていくこととし、渓流保全工のみの新規事業は当面実施しないという方針を決定していることは認識しているものの、府民の生命・財産を保護するための事業であることから、渓流保全工の事業は休止しても、今後とも、府民を土砂災害から守るための様々な取組みを進められたい。
【公園事業】

⑧久宝寺緑地整備事業

　　東部大阪地域の貴重な空間を緑豊かな公園として拡大することにより、環境保全やレクリエーション機能の充実等を図るとともに、広域避難場所・後方支援活動拠点としての防災機能の拡充を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
審議では、以下のことを確認した。

久宝寺緑地の防災公園として期待される役割について説明を求めたところ、八尾市地域防災計画では、災害時の広域避難場所として位置付けられており、大阪府地域防災計画では、自衛隊、消防、警察など広域応援部隊の活動拠点となる後方支援活動拠点として位置付けているとの説明を受けた。現状においては、広域避難場所19.3ha（避難者数約19万人を想定）のうち整備済面積は16.7haで2.6ha不足し、後方支援活動拠点20haのうち整備済面積は17haで３ha不足していることから、事業を継続していく必要があるとのことであった。　
また、事業全体の費用便益比は3.41であるが、費用・便益ともに、既に供用している箇所も含めて算定していることから、今後投資する事業に対する効果を把握するため、残事業に限定した費用便益比についても試算するよう求めたところ、その場合でも、費用便益比は1.03 と１を超えるとの説明を受けた。
（２）事前評価

次表に記載の４事業について審議を行った。その結果、府の対応方針（原案）は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において適切であると判断した。
対象事業と府の対応方針（原案）

	　事　業　名
	府の対応方針（原案）

	【道路交通安全事業】

	1 一般府道郡戸大堀線歩道整備事業
	事業実施

	【施設整備事業】

	2 大阪府立吹田東高等学校校舎棟改築事業
	事業実施

	3 大阪府立成城高等学校特別教室棟改築事業
	事業実施

	4 第二方面機動警ら隊庁舎整備事業

（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）
	事業実施


なお、各事業の審議における主な論点と今後の事業実施において改善・留意すべき事項は、以下のとおりである。

【道路交通安全事業】

①一般府道郡戸大堀線歩道整備事業
歩行者等の安全と交通の利便性の向上を図るため、自転車歩行者道を設置するとともに車道幅員を拡幅する事業である。

事業延長は近鉄恵我ノ荘駅から市道東大塚美陵線までの500ｍ区間、道路幅員は16ｍ、総事業費は15.1億円で、平成33年度の完成を予定している。

審議では、以下のことを確認した。

歩道整備の対象路線が約500kmある中で、本事業を、優先的に整備する区間として選定した理由について説明を求めた。

これに対し、府では、交通量・歩行者等が多いなどの要件に該当する重点化区間（約150㎞）の中から、交通量等の定量的評価や関連事業、地域状況等を総合的に勘案し、約50㎞の優先整備区間を設定して、概ね10年間で整備することとしているとの説明を受けた。本事業箇所は、歩行者・自転車の交通量が多いこと、関連事業として羽曳野市による駅前広場整備が予定されていること、本事業完了後には同市へ道路管理を移管する予定であり、用地買収についても市から協力が得られることなどから、優先整備区間として選定したとのことであった。
また、交通安全事業においては、費用便益分析手法は確立されていないということから、費用便益比は算出していないが、事業の効率性に問題がないかという点について、類似事業との比較により説明するよう求めた。これに対し、幅員など道路規格が本事業と同程度の「府道枚方茨木線」及び「府道深野南寺方大阪線」と比較を行ったところ、本事業区間の自動車交通量は他の２路線に比べて少ないものの、歩行者・自転車の交通量は多いことや、道路拡幅の事業規模に対する工事費は概ね同様の水準であることから、類似事業と比べて非効率な計画にはなっていないとの説明を受けた。
②大阪府立吹田東高等学校校舎棟改築事業
昭和49年の建築で、築後40年が経過し、現行の建築基準法の耐震性能を満たしていない校舎を建替える事業である。

建物の構造は、鉄筋コンクリート造４階建て、延べ床面積約10,153㎡、総事業費は約47億円で、平成31年度の完成を予定している。

審議では、以下のことを確認した。

高校の再編整備が行われている中で、吹田東高校の位置づけや、建替え後の将来的な利用見通しについて説明を求めた。

これに対し、平成25年３月に策定した「府立高等学校再編整備方針」で、学校の特色、地域の特性、志願状況等を踏まえて配置のあり方を検討することとしているとの説明を受けた。また、同年11月に策定した「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」において、平成30年度までに府立・市立合わせて７校程度の募集停止を行うこととしたが、吹田東高校はこの７校には含まれていないとのことであった。

同校の平成26年の応募倍率は、同地域である旧１学区の普通校の平均倍率1.23倍に対し1.4倍と高倍率となっていることや、同校の通学者の約７割を占める吹田市・茨木市の人口も増加傾向であることから、当面入学希望者数が多い状況は続くと予測されるとのことであった。

また、現校舎の耐震改修ではなく、建替えにより耐震化を図る理由について説明を求めた。

これに対し、現校舎は鉄骨造で梁にアスベスト含有吹付材を使用しているため、耐震改修を行う場合、広範囲に渡る吹付材の除去が必要となり、天井や壁など建物の大部分を撤去する大規模な工事を伴うことや、今後、長期にわたって使用するためには、耐震改修と併せて長寿命化を実現するための工事を施す必要があり、建替え並みの費用約44億円がかかることから効率的ではなく、建替えが最適であるとの説明を受けた。
また、建替えと耐震改修の費用の比較について、耐震改修では30年後の建替え費用を含めているのに対し、建替えでは、次期建替え費用を含めずに算定していたため、同一の条件で比較するよう求めた。
これに対し、いずれの場合でも、将来的に発生する建替え費用を含めて算定し、それぞれ現在価値に換算して比較したところ、耐震改修する場合（約69億円）よりも建替えする場合（約60億円）の方が経費を縮減できるとの説明を受けた。
なお、耐震改修を行う場合、教室等の内側にも耐震ブレースを設置することなどから、教室面積の減少や扉の位置の変更など工事後の学習環境の悪化につながるおそれもあるとのことであった。

③大阪府立成城高等学校特別教室棟改築事業
特別校舎棟は、昭和35年の建築（昭和38，39年に３階部分を増築）で、築後54年が経過し、現行の建築基準法の耐震性能を満たしていないため、建替えを行う事業である。
建物の構造は、鉄筋コンクリート造３階建て、延べ床面積約3,821㎡、総事業費は約23億円で、平成29年度の完成を予定している。
審議では、以下のことを確認した。
高校の再編整備が行われている中で、成城高校の位置づけや、建替え後の将来的な利用見通しについて説明を求めた。
これに対し、平成25年３月に策定した「府立高等学校再編整備方針」で、学校の特色、地域の特性、志願状況等を踏まえて配置のあり方を検討することとしているとの説明を受けた。また、同年11月に策定した「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」において、平成30年度までに府立・市立合わせて７校程度の募集停止を行うこととしたが、成城高校はこの７校には含まれていないとのことであった。
さらに、平成28年度からは、エンパワメントスクール（社会人として必要な「基礎学力」「考える力」「生き抜く力」を身に付ける学校）として改編し学校運営を継続していくとのことであった。
同校の平成26年の応募倍率は、同校と同様の総合学科の平均倍率1.19倍に対し1.47倍と高倍率となっていることや、同校の通学者の約６割を占める大阪市の人口も増加傾向であることから、当面入学希望者数が多い状況は続くと予測されるとの説明を受けた。
こうした説明を受け、エンパワメントスクールへの改編後も、３階建ての特別教室棟が必要なのか確認したところ、５系列からなる総合学科として運営していくことに変わりはなく、他棟への集約等により現校舎と比べて面積は一部減少するが、３階建ての特別教室棟が必要であるとの説明を受けた。
また、現校舎の耐震改修ではなく、建替えにより耐震化を図る理由について説明を求めた。
これに対し、以下の説明を受けた。
耐震改修を行う場合、現校舎の３階部分は、軽量コンクリートの強度不足から不可能であるため、３階部分を撤去し、新たに不足する面積分を別の敷地に建設する必要があるが、学校の敷地内に十分な空間を確保することが困難であることや、１，２階部分についても多数の壁を設ける必要があり、学校の教育活動に支障が生じるおそれがあるため、建替えが必要であるとのことであった。また、本校舎は築54年を経過し、老朽化が進んでいることから、「府立学校施設の老朽化対策 基本的な考え方」に則り、計画的に校舎を建替えていく必要があるとのことであった。
　
④第二方面機動警ら隊庁舎整備事業（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）
昭和37年の建築で、築後52年が経過し、現行の建築基準法の耐震性能を満たしていない淀川警察署別館庁舎について、コンクリートの強度不足により耐震補強が不可能であることや、警察署員及び機動警ら隊員の増員に伴い、狭隘化も著しいことから、建替えにより新庁舎を整備する事業である。

現在、淀川警察署員の執務室は、本館庁舎と別館庁舎に分かれて配置しており、第二方面機動警ら隊員の執務室は本館庁舎に配置している。新庁舎建設後は、第二方面機動警ら隊員の執務室はすべて新庁舎に配置し、淀川警察署員の執務室は、本館庁舎と新庁舎に分かれて配置する計画である。

建物の構造は、鉄筋コンクリート造６階建て、延べ床面積約2,500㎡、総事業費は約10.7億円で、平成30年度の完成を予定している。

審議では以下のことを確認した。

現在の別館庁舎の延べ床面積は約400㎡で、建替え後の新庁舎の延べ床面積は約2,500㎡と大幅に増加する計画であるが、その必要性について詳細な説明を求めた。

これに対し、第二方面機動警ら隊は、「警察署建替え基準」に基づき定員75名から算出した約1,900㎡が必要であり、淀川警察署は、一定の狭隘化の解消を図りつつ、機能分散の回避や府民の利便性に配慮するため、本館庁舎の延べ床面積約3,600㎡に加えて最小限の面積を確保する必要があるとの説明を受けた。また、本館庁舎の耐震化の状況等についても説明を求めた。

これに対し、平成11年の耐震診断時にコンクリートの設計基準強度が確保されていることを確認しており、平成24年の建築基準法の法定点検時においても補修が必要な箇所は確認されなかったことや、今後、３年に１回点検を実施し、必要な箇所の補修を行っていくことで、一定期間の使用が可能であるとの説明を受けた。

４　結び
今回の審議では、府の対応方針（原案）で中止とされている案件が１件あったため、その理由を確認し審議を行った。また、休止とされている案件が２件あり、審議会としては、次回の実施判断時期及び理由を確認し審議を行った。
審議案件の中には、事業の性質上、費用便益分析手法が確立されていないため、費用便益比が示されないものもあったが、このような事業についても、定性的な評価をできるだけ具体的に行うことや、類似事業と比較するなど、可能な限り、事業効果をわかりやすく示すことを求める。
また、国が策定しているマニュアルで算出方法が示されていない効果項目は、費用便益分析に反映していないという案件があったが、マニュアルに記載がなくても、反映することが望ましいと考えられるものについては、可能な限り定量的な評価を行い、費用便益分析に反映させるよう努められたい。
さらに、整備方針や事業内容が確定していない段階で審議に諮られた案件があり、著しく審議の進行に支障が生じた。今後は、予め提示する内容を調整の上、審議に耐えうる十分な資料を当初から提示し説明するよう強く求める。
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	前回審議において、府の対応方針（原案）を「事業継続（一部休止）」としていたが、再開する準備が整ったため、事業全体として継続するもの。

	事業継続（一部休止）
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	休　　止
	事業を休止し、一定期間後に再開等について見直しを行うもの。
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	府又は府が設立する地方独立行政法人（以下、府等という）が新たに実施予定の建設事業のうち総事業費が10億円以上と見込まれるもの（ただし、事業内容等から代替案の検討が困難な事業を除く）
	・上位計画等の位置付け

・優先度

・事業を巡る社会経済情勢

・事業効果の定量的分析

（費用便益分析等）

・事業効果の定性的分析

・自然環境等への影響と対策

・代替案との比較検討　など

	再評価

・

再々評価
	府等が実施する総事業費１億円以上の建設事業のうち、次のいずれかに該当する事業（ただし、（※）に該当する事業を除く）
(１)事業採択後又は着工準備採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
(２)事業採択後10年間を経過した時点で継続中の事業

(３)事業計画又は総事業費の大幅な変更、社会経済情勢の急激な変化等により評価の必要が生じた事業

〔事業計画又は総事業費の大幅な変更〕

①事業を中止、休止（休止後の再開を含む）する場合

②総事業費が３割以上（総事業費が10億円未満の事業は３億円以上）増減する場合

③その他、事業計画を大きく変更する場合

(４)府等が実施する事業のうち再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業

(※)

1)事業内容等から代替案の検討が困難な事業
2)評価時点における進捗率が高い事業のうち、次のいずれかに該当する事業
(ｱ)工事進捗率80％以上（事業費ベース）

の事業
(ｲ)翌年度までに完了予定の事業
	・事業の進捗状況
・事業を巡る社会経済情勢の

変化
・事業効果の定量的分析
（費用便益分析等）
・事業効果の定性的分析
・自然環境等への影響と対策

など


平成26年度　開催状況

	年　月　日
	開　催　内　容

	平成26年4月28日
	第１回

事業概要説明

	平成26年5月16日
	第２回

事業概要説明

個別事業審議

	平成26年5月22日

23日
	現地視察（※）
箕面森町

一般府道豊能池田線（都市計画道路止々呂美吉川線）

	平成26年5月30日
	第３回

　事業概要説明

　個別事業審議

	平成26年6月20日


	第４回

　事業概要説明

　個別事業審議

	平成26年6月27日


	第５回

事業概要説明

個別事業審議

	平成26年7月25日
	第６回

　事業概要説明

　個別事業審議

	平成26年9月4日
	第７回

　事業概要説明

　個別事業審議

	平成26年11月21日
	第８回

　個別事業審議

　意見具申（素案）の審議

	平成26年12月5日


	第９回

　個別事業審議

　意見具申（案）の審議

	平成26年12月19日


	第10回

　個別事業審議

　意見具申（案）の審議


（※）箕面森町（水と緑の健康都市特定土地区画整理事業）、一般府道豊能池田線（都市計画道路止々呂美吉川線）道路改良事業、主要地方道美原太子線（粟ヶ池工区）道路改良事業の３事業については、早期に事業を再開する必要が生じたため、先行して平成26年7月6日に意見を具申した。

平成26年度　大阪府建設事業評価審議会　委員名簿

	
	うえおか　のりこ
　　上岡　典子
	（有）ULAN環境工房　代表

	
	　　うすだ　 ともこ
　　碓田　智子　　
	
　　大阪教育大学教育学部　教授

	
	　　おおはま

　　大濱　しのぶ　　
	
　　関西学院大学法学部　教授

	
	たたの　 　　ひろかず
◎　多々納　裕一
	
　　京都大学防災研究所 教授

	
	　　なじま　 かずひさ
　　南島　和久
	
　　神戸学院大学法学部　准教授

	
	　　みずたに じゅん
○　水谷　淳
	
　　神戸大学大学院海事科学研究科　准教授

	
	むらかみ あきら
　　村上　章
	　　京都大学大学院農学研究科　教授


　
　（敬称略・50音順）◎：会長　○：会長代理


審議会の審議概要等の資料については、府のホームページに掲載しています。


（http://www.pref.osaka.jp/gyokaku/kensetsu-pro/index.html）


また、府政情報センター、事務局（行政改革課）に備え付けています。
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